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※この図は区域の概略位置を示す「参考図」です。正確な区域界などについては担当課にお問

い合わせください。 



 

 

  

52 



 

 

※この図

い合わ

図は区域の概

わせください

 

概略位置を示

い。 

エルムの街
ショッピン
センター

示す「参考図

53 

街 
ング
ー 

図」です。正正確な区域界界などについいては担当課課にお問



54 

２．「誘導施設」の定義（詳細） 
①医療施設  

○病院･⼀般診療所 
・医療法に定義される「病院（注 1）」、および、「診療所（注 2）」のうち⻭科医業の

み（⻭科診療所）を除くもの 

注 1【病院】医師又は歯科医師が、公衆又は特定多数人のため医業又は歯科医業を行う場所で

あって、20 人以上の患者を入院させるための施設を有するものをいう。（医療法第１条

の５第１項） 

注 2【診療所】医師又は歯科医師が、公衆又は特定多数人のため医業又は歯科医業を行う場所

であって、患者を入院させるための施設を有しないもの又は 19 人以下の患者を入院さ

せるための施設を有するものをいう。（医療法第１条の５第２項） 

 

②福祉施設  

○地域包括⽀援センター 
・介護保険法に定義される「地域包括⽀援センター」（注 3） 

○保健センター 
・地域保健法に定義される「市町村保健センター」（注 4） 

注 3【地域包括支援センター】第一号介護予防支援事業（居宅要支援被保険者に係るものを除

く。）及び包括的支援事業その他厚生労働省令で定める事業を実施し、地域住民の心身の

健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行うことにより、その保健医療の向上

及び福祉の増進を包括的に支援することを目的とする施設（介護保険法 115 条の 46

第 1 項） 

注 4【市町村保健センター】住民に対し、健康相談、保健指導及び健康診査その他地域保健に

関し必要な事業を行うことを目的とする施設（地域保健法第 18 条第２項） 

 

③文化施設等 

○市全域や広域からの利⽤が想定される⽂化施設･交流施設 
・図書館（注 5）･博物館･美術館（注 6）またはこれらに類する施設で、市全域をサ

ービス提供エリアとするもの 
・公⺠館（注 7）のうち対象区域を市全域とするもの 
・市⺠学習情報センター（注 8） 

注 5【図書館】図書、記録その他必要な資料を収集し、整理し、保存して、一般公衆の利用に

供し、その教養、調査研究、レクリエーション等に資することを目的とする施設で、地

方公共団体、日本赤十字社又は一般社団法人若しくは一般財団法人が設置するもの（学

校に附属する図書館又は図書室を除く。）（図書館法第 2 条） 

注 6【博物館･美術館】博物館法上の「登録博物館」（法第 2 条第 1 項）、「博物館相当施設（法

第 29 条）」、および、博物館法上の登録･指定は受けていないものの博物館と同種の事業

を行う「博物館類似施設」に該当する施設 

注 7【公民館】社会教育法第 22 条に定義される「公民館」 

注 8【市民学習情報センター】五所川原市民学習情報センター条例に基づく五所川原市民学習

情報センター 
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④行政施設等 

○市⺠を対象とした窓⼝を有し、市全域や広域からの利⽤が想定される⾏政施設等
・市庁舎（注 9） 
・国･県の機関や、公益的事業（⾦融･通信等）を営む法⼈が設置･運営する施設のうち、

市全域を対象として市⺠の⽣活に係る諸⼿続きや相談等の窓⼝を有するもの 

注 9【市庁舎】地方自治法第 4 条第 1 項の規定に基づき条例により定められた事務所 

 

⑤交通拠点施設 

○「交通拠点」としての機能を有する施設 
・複数の同種･異種の公共交通機関が接続している箇所に⽴地する、待合スペースや案

内･発券窓⼝などを有する施設 
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３．届出様式 
（１）都市拠点区域（都市機能誘導区域）外の届出書 

①様式-1：開発行為届出書 
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②様式-2：建築行為等届出書 
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③様式-3：行為の変更届出書 
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（２）街なか居住区域（居住誘導区域）外の届出書 
①様式-4：開発行為届出書 
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②様式-5：建築行為等届出書 
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③様式-6：行為の変更届出書 
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（３）都市拠点区域（都市機能誘導区域）内の届出書 
○様式-7：誘導施設の休廃止届出書 
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４．国の主な⽀援措置の概要 
※平成 30 年度時点の国の支援措置のうち、主なものを記載しています。 

 

１）都市機能誘導区域関連の⽀援 
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２）居住誘導区域関連の⽀援 
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３）⽴地適正化区域内の⽀援 
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（調整用白紙）  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

五所川原市 立地適正化計画 〔素案〕 
平成３０（２０１８）年１２月時点 

 

発 ⾏：五所川原市 建設部 都市計画課 
〒037-8686 ⻘森県五所川原市字布屋町 41 番地 1 
電 話：0173（35）2111（代） FAX：0173（35）3617 
E-mail：tosikei@city.goshogawara.lg.jp 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




